
第８９２回宮城県教育委員会臨時会日程

日 時：平成２９年３月２２日（水）午後３時３０分から

場 所：県行政庁舎１６階 教育委員会会議室

１ 出 席 点 呼

２ 開 会 宣 言

３ 第８９２回教育委員会会議録署名委員の指名

４ 議 事

第１号議案 宮城県教育基本方針の廃止について （教 育 企 画 室）

第２号議案 職員の人事について （教 職 員 課）

第３号議案 教育職員の免許状に関する規則の一部改正について （教 職 員 課）

第４号議案 宮城県教育委員会に属する職員等の育児休業等に関する規則の一 （教 職 員 課）

部改正について

第５号議案 宮城県教育委員会に属する職員等の配偶者同行休業に関する規則 （教 職 員 課）

の一部改正について

第６号議案 自然の家管理規則の一部改正について （生 涯 学 習 課）

５ 資料配付

（１）宮城県防災キャンプ推進事業リーフレット等 （生 涯 学 習 課）

６ 閉 会 宣 言



 

 

 

 

第１号議案 

 

 

宮城県教育基本方針の廃止について 

 

 

 宮城県教育基本方針について，第２期宮城県教育振興基本計画の策定に伴い

廃止する。 

 

 

 平成２９年３月２２日提出 

 

 

宮城県教育委員会教育長  髙 橋  仁    

第１号議案 
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宮城県教育基本方針の廃止について 

１ 概 要 

「宮城県教育基本方針」（以下「基本方針」という。）は，本県教育行政の基本目

標及び基本理念であり，昭和２３年１１月に県教育委員会が発足後，「教育重点施

策」として毎年度示してきたものを，昭和４１年度から「宮城県教育基本方針」と

名称を変え，時代の変遷に合わせて，県教育委員会において内容の追加・修正等を

行ってきたものである。 

現行の基本方針は，「宮城県教育振興基本計画」の策定に伴い，その内容を反映

し，平成２２年４月に施行されている。 

 

※現行基本方針（平成２２年４月１日施行） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 基本方針の変遷・経緯（４ページ参照） 

年 度 内   容 

昭和 24年度～ 各年度の重点的努力事項を「教育重点施策」として掲示 

昭和 41年度～ 
昭和４１年度から「教育重点施策」を「宮城県教育基本方針」に名称変更（内

容は「教育重点施策」と同一） 

昭和 47年度～ 

学制百年に当たり，根本的に見直しを行い，長文にわたる記述方式を改め，

基本方針の原型となる具体的三目標「心ゆたかな児童生徒」，「信頼される教

職員」，「かおり高い芸術文化」を設定 

昭和 49年度～ 
「前文＋具体的目標＋後文」という現在の形式とし，「県民の生涯にわたる

教育の充実に努める」の文言を追加 

平成 5年度～ 

平成１３年の第５６回国民体育大会夏・秋季大会の開催が内定したことなど

から，スポーツ振興の気運を更に高めるため，基本方針の具体的項目に「感

動と活力あるスポーツ」を追加 

平成 9年度～ 
「みやぎ新時代教育ビジョン」の策定（平成９年３月）に伴い，ビジョン

の内容を反映 

平成 22年度～ 
「宮城県教育振興基本計画」の策定（平成２２年３月）に伴い，計画の内容

を反映 

宮城県教育基本方針 

未来を望み 志高く生きる 心身ともに健やかな人間の形成と 

互いの絆を大切にする 潤いのあるふるさとづくりをめざし 

たくましさとやさしさを培う学校 

学びと生きがいにみちた地域社会 

かおり高い芸術文化 

感動と活力あるスポーツ 

を重点に 

県民の生涯にわたる学習の充実に努める 
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３ 基本方針の今後の取扱いについて 

基本方針は，本県教育行政の基本目標及び基本理念を示すものであるが，宮城県

教育振興基本計画（以下「第１期計画」という。）においても「本県教育の目指す

姿」を掲げており，現行の基本方針は，この目指す姿を反映した内容となっている。

また，第２期計画においても，第１期計画の後継計画として，現行の基本方針の内

容を踏まえた形で「目指す姿」及び「計画の目標」を定めており，ほぼ同じ趣旨の

内容となっている（５ページ参照）。 

あわせて，知事が策定する「教育等の振興に関する施策の大綱」についても，第

２期計画の目標や施策の根本となる方針の部分を大綱に位置付け，第２期計画をも

って大綱に代える予定である。 

以上のことから，第２期計画の策定を契機として「宮城県教育基本方針」を廃止

するとともに，本県教育行政の基本目標及び基本理念を第２期計画に一本化しよう

とするもの。 

このことにより，基本目標及び基本理念をより分かりやすく明確にしようとする

もの。 

 

 

＜ 現 行 ＞               ＜平成２９年度以降＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２期宮城県教育振興 

基本計画 

教育等の振興に 

関する施策の大綱 

アクションプラン 

基本

方針 

アクションプラン 

宮城県教育振興 

基本計画 

教育等の振興に 

関する施策の大綱 
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宮城県教育基本方針の変遷 

（昭和４７年度～平成２８年度） 

年度 宮 城 県 教 育 基 本 方 針 

４７ 

～ 

４８ 

 教育が，県民福祉増進の基礎であることにかんがみ，県教育委員会は，健康で（〔健康で〕は

４８年度に追加），豊かな情操と道徳性をもち，創造力に富む人間関係をめざし，県民及び関係

機関の協力を得て，学校教育・社会教育のすべての分野にわたり，その内容の質的向上と教育環

境の整備拡充に努める。 

 昭和四十八年度は，とくに「心ゆたかな児童生徒」「信頼される教職員」「かおり高い芸術文化」

を重点に，次に掲げる事項を推進する。 

４９ 

～ 

５４ 

 県教育委員会は 県民及び関係機関の理解と協力を得て 健康で豊かな情操と道徳性をもち

創造力に富む人間の形成を目指し（５１年度まで〔めざし〕） 

   心 ゆ た か な 児 童 生 徒 

   信 頼 さ れ る 教 職 員 

   か お り 高 い 芸 術 文 化 

を重点に 県民の生涯にわたる教育の充実に努める 

５５ 

～ 

Ｈ４ 

 健康で豊かな情操と道徳性をそなえ 創造力に富み（６２年度まで〔創造力に富んだ〕） 視

野の広い（〔視野の広い〕は６２年度追加）人間の形成と 生きがいにみちた ふるさとづくり

を目ざし（５５年度まで〔目指し〕） 

   心 ゆ た か な 児 童 生 徒 

   信 頼 さ れ る 教 職 員 

   か お り 高 い 芸 術 文 化 

を重点に 県民の生涯にわたる学習の充実に努める 

Ｈ５ 

～ 

Ｈ８ 

 健康で豊かな情操と道徳性をそなえ 創造力に富み 視野の広い人間の形成と 生きがいに

みちた ふるさとづくりを目ざし 

   心 ゆ た か な 児 童 生 徒 

   信 頼 さ れ る 教 職 員 

   か お り 高 い 芸 術 文 化 

   感 動 と 活 力 あ る ス ポ ー ツ（平成５年度から） 

を重点に 県民の生涯にわたる学習の充実に努める 

Ｈ９ 

～ 

 地球社会の未来を望み 命あるすべてのものと 支え合いながら 主体的に生きる 

心ゆたかな 人間の形成と 魅力ある ふるさとづくりをめざし 

   たくましさとやさしさを培う学校 

   学びと潤いにみちた地域社会 

   か お り 高 い 芸 術 文 化 

   感 動 と 活 力 あ る ス ポ ー ツ 

を重点に 県民の生涯にわたる学習の充実に努める 

Ｈ 

２２ 

～ 

 未来を望み 志高く生きる 心身ともに健やかな人間の形成と 

互いの絆を大切にする 潤いのあるふるさとづくりをめざし 

   たくましさとやさしさを培う学校 

   学びと生きがいにみちた地域社会 

   か お り 高 い 芸 術 文 化 

   感 動 と 活 力 あ る ス ポ ー ツ 

を重点に 県民の生涯にわたる学習の充実に努める 
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宮城県教育基本方針 第２期宮城県教育振興基本計画 

 

 

未来を望み 志高く生きる 心身ともに健や

かな人間の形成と 互いの絆を大切にする 潤

いのあるふるさとづくりをめざし 

 

たくましさとやさしさを培う学校 

学びと生きがいにみちた地域社会 

か お り 高 い 芸 術 文 化 

感動と活力あるスポーツ 

 

を重点に 県民の生涯にわたる学習の充実に努

める 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜目指す姿＞ 

学校・家庭・地域の強い絆のもとで，多様な個

性が輝き，ふるさと宮城の復興を支え，より良い

未来を創造する高い志を持った，心身ともに健や

かな子供が育っています。 

そして，人々が生きがいを持って，生涯にわた

り，多様に学び，交流する中で，豊かな文化と活

力のある地域社会が形成されています。 

 

＜目標＞ 

１ 自他の命を大切にし，高い志と思いやりの心

を持つ，心身ともに健やかな人間を育む。 

２ 夢や志の実現に向けて自ら学び，自ら考え行

動し，社会を生き抜く人間を育む。 

３ ふるさと宮城に誇りを持ち，東日本大震災か

らの復興，そして我が国や郷土の発展を支える

人間を育む。 

４ 学校・家庭・地域の教育力の充実と連携・協

働の強化を図り，社会全体で子供を守り育てる

環境をつくる。 

５ 生涯にわたり学び，互いに高め合い，充実し

た人生を送ることができる地域社会をつくる。 
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 第３号議案 

 

教育職員の免許状に関する規則の一部改正について 

 

 

 教育職員の免許状に関する規則（昭和３０年宮城県教育委員会規則第２号）の

一部を別紙のとおり改正する。 

 

 

  平成２９年３月２２日提出 

 

 

            宮城県教育委員会教育長  髙 橋   仁 

 
第３号議案 
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教
育
職
員
の
免
許
状
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則 

 

教
育
職
員
の
免
許
状
に
関
す
る
規
則
（
昭
和
三
十
年
宮
城
県
教
育
委
員
会
規
則
第
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改

正
す
る
。 

 

第
二
条
の
二
中
「
地
方
公
共
団
体
」
の
下
に
「
（
地
方
独
立
行
政
法
人
法
（
平
成
十
五
年
法
律
第
百
十
八
号
）
第
六

十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
公
立
大
学
法
人
を
含
む
。
）
」
を
加
え
る
。 

第
八
条
中
「
免
許
状
を
上
進
す
る
場
合
、
」
を
削
り
、
「
又
は
」
を
「
若
し
く
は
」
に
改
め
、
「
在
職
年
数
を
有
す

る
者
」
の
下
に
「
又
は
免
許
法
別
表
第
八
に
定
め
る
最
低
在
職
年
数
に
加
え
て
授
与
を
受
け
よ
う
と
す
る
免
許
状
の
種

類
に
応
じ
た
在
職
年
数
を
有
す
る
者
」
を
加
え
る
。 

 

第
十
四
条
の
二
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。 

第
十
四
条
の
三 

免
許
法
別
表
第
八
に
よ
り
免
許
状
の
授
与
を
受
け
よ
う
と
す
る
場
合
の
単
位
の
修
得
方
法
は
、
次
の 

 

表
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。 

 

一 

小
学
校
教
諭
普
通
免
許
状
を
有
す
る
者
が
幼
稚
園
教
諭
二
種
免
許
状
を
取
得
す
る
場
合 

 

 

在
職
年
数 

     

 

最
低
修
得
単
位
数
に
含
め
る
科
目
別
最
低
単
位
数 

 

最
低
修
得 

 

単
位
数 

    

教
職
に
関
す
る
科
目 

 

教
育
課
程
及
び
指
導
法
に
関
す
る
科
目 
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二 

幼
稚
園
教
諭
普
通
免
許
状
を
有
す
る
者
が
小
学
校
教
諭
二
種
免
許
状
を
取
得
す
る
場
合 

   

三 

中
学
校
教
諭
普
通
免
許
状
を
有
す
る
者
が
小
学
校
教
諭
二
種
免
許
状
を
取
得
す
る
場
合 

 

 
 

保
育
内
容
の
指
導
法 

 

 
 

 
一 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

三 
 
 

 
 

三 
 

 
 

 

在
職
年
数 

      

 

最
低
修
得
単
位
数
に
含
め
る
科
目
別
最
低
単
位
数 

 

最
低
修
得 

 

単
位
数 

     

 

教
職
に
関
す
る
科
目 

 

教
育
課
程
及
び
指
導
法
に
関
す
る
科
目 

 

生
徒
指
導
、
教
育
相
談
及 

 

び
進
路
指
導
等
に
関
す
る 

 

科
目 

 

各
教
科
の
指
導
法 

 
道
徳
の
指
導
法 

 
 

 
 

一 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

七 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

一 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

二 
 
 

 
 

十 

 
 

 
 

二 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

五 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

一 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

一 
 
 

 
 

七 
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四 

小
学
校
教
諭
普
通
免
許
状
を
有
す
る
者
が
中
学
校
教
諭
二
種
免
許
状
を
取
得
す
る
場
合 

 

 
在
職
年
数 

  

 

最
低
修
得
単
位
数
に
含
め
る
科
目
別
最
低
単
位
数 

 

最
低
修
得 

 

単
位
数 

 
 

教
職
に
関
す
る
科
目 

 

 

 
 

教
育
課
程
及
び
指
導
法
に
関
す
る
科
目 

 

生
徒
指
導
、
教
育
相
談
及
び
進
路
指
導 

 

等
に
関
す
る
科
目 

 
 

各
教
科
の
指
導
法 

 
 

 
 

一 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

七 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

二 
 
 

 
 

九 

 
 

 
 

二 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

五 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

一 
 
 

 
 

六 

 

在
職
年
数 

  

 

最
低
修
得
単
位
数
に
含
め
る
科
目
別
最
低
単
位
数 

 

最
低
修
得 

 

単
位
数 

 
 

教
科
に
関
す
る
科
目 

 

教
職
に
関
す
る
科
目 
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五 

高
等
学
校
教
諭
普
通
免
許
状
を
有
す
る
者
が
中
学
校
教
諭
二
種
免
許
状
を
取
得
す
る
場
合 

 

     

     

 

教
育
課
程
及
び
指
導
法
に 

 

関
す
る
科
目 

 

生
徒
指
導
、
教
育
相
談
及 

 

び
進
路
指
導
等
に
関
す
る 

 

科
目 

 

     
 

各
教
科
の
指
導
法 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

一 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

七 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

二 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

二 
 
 

 

十
一 

 
 

 
 

二 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

五 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

一 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

二 
 
 

 
 

八 

 
 

 
 

三 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

五 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

一 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

一 
 
 

 
 

七 

 

在
職
年
数 

    

 

最
低
修
得
単
位
数
に
含
め
る
科
目
別
最
低
単
位
数 

 

最
低
修
得 

 

単
位
数 

   

 

教
職
に
関
す
る
科
目 

 

教
科
又
は
教
職
に 

 

関
す
る
科
目 

 
 

教
育
課
程
及
び
指
導
法
に
関
す
る
科
目 

 
生
徒
指
導
、
教
育 
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六 

中
学
校
教
諭
普
通
免
許
状
（
二
種
免
許
状
を
除
く
。
）
を
有
す
る
者
が
高
等
学
校
教
諭
一
種
免
許
状
を
取
得
す

る
場
合 

 

   

 

各
教
科
の
指
導
法 

 

 

道
徳
の
指
導
法 

 

 

相
談
及
び
進
路
指 

 

導
等
に
関
す
る
科 

 

目 

   

   

 
 

 
 

一 
  
 

 
 

 
 

 

一 
  
 

 
 

 
 

 

一 
  
 

 
 

 
 

 

一 
  
 

 
 

 
 

 

三 
 
 

 
 

六 

 
 

 
 

二 
  
 

 
 

 
 

 

一 
  
 

 
 

 
 

 

一 
  
 

 
 

 
 

 

一 
  
 

 
 

 
 

 

二 
 
 

 
 

五 
 

 
 

 
 

 

 

在
職
年
数 

       

 

最
低
修
得
単
位
数
に
含
め
る
科
目
別
最
低
単
位
数 

 

最
低
修
得 

 

単
位
数 

      

 

教
職
に
関
す
る
科
目 

 

教
科
又
は
教
職
に
関
す
る 

 

科
目 

    

 

教
育
課
程
及
び
指
導
法
に 

 

関
す
る
科
目 

 

生
徒
指
導
、
教
育
相
談
及 

 

び
進
路
指
導
等
に
関
す
る 

 

科
目 

 
 

各
教
科
の
指
導
法 
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第
三
十
二
条
中
「
、
再
交
付
又
は
」
を
「
若
し
く
は
再
交
付
の
申
請
を
す
る
者
、
」
に
改
め
、
「
検
定
を
受
け
よ
う

と
す
る
者
」
の
下
に
「
又
は
授
与
に
つ
い
て
の
証
明
書
の
交
付
を
請
求
す
る
者
」
を
加
え
る
。 

 

様
式
第
二
十
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

            

 
 

 
 

一 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

一 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

二 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

六 
 
 

 
 

九 

 
 

 
 

二 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

一 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

一 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

四 
 
 

 
 

六 
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様式第２０号     年  月  日 証第    号 

 

【交付手数料】 

宮城県収入証紙貼付欄 

証明書の枚数×４００円 

 

教育職員免許状授与（交付）証明書交付願書 

 

                                  年  月  日 

 

 宮城県教育委員会 殿 

 

本 籍 地 都・道・府・県 旧本籍地 都・道・府・県 

フリガナ  フリガナ  

氏  名               印 旧  姓 
 

生年月日       年   月   日 性  別 男 ・ 女 

現 住 所  
連 絡 先 

電話番号 

 

 

 次の理由により下記教育職員免許状授与（交付）証明書の交付を出願します。 

 

理 由 

 

 

記 
 

免許状の種類 
教科又 

は領域 
免許状番号 授与（交付）年月日 枚数 

      年  月  日 枚 

      年  月  日 枚 

      年  月  日 枚 

      年  月  日 枚 

      年  月  日 枚 

 合  計    枚 
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附 

則 

 

こ
の
規
則
は
、
平
成
二
十
九
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 
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教
育
職
員
の
免
許
状
に
関
す
る
規
則
（
昭
和
三
十
年
宮
城
県
教
育
委
員
会
規
則
第
二
号
） 

新
旧
対
照
表 

 

改 
 
 

 
 

正 
 
 

 
 

後 

現 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

行 

備 
 

考 

  

第
一
条
～
第
二
条 

 
 
 

 
 

 

（
略
） 

  

第
二
条
の
二 

こ
の
規
則
で
「
所
轄
庁
等
」
と
は
、
大
学
附
置
の
国
立
学
校 

 
 

（
国
（
国
立
大
学
法
人
法
（
平
成
十
五
年
法
律
第
百
十
二
号
）
第
二
条
第
一 

 
 

項
に
規
定
す
る
国
立
大
学
法
人
を
含
む
。
）
が
設
置
す
る
学
校
を
い
う
。
） 

 
 

又
は
公
立
学
校
（
地
方
公
共
団
体
（
地
方
独
立
行
政
法
人
法
（
平
成
十
五
年 

 
 

法
律
第
百
十
八
号
）
第
六
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
公
立
大
学
法
人
を
含 

 
 

む
。
）
が
設
置
す
る
学
校
を
い
う
。
）
の
教
員
に
あ
つ
て
は
免
許
法
第
二
条 

 
 

第
三
項
で
定
め
る
所
轄
庁
、
私
立
学
校
の
教
員
に
あ
つ
て
は
そ
の
私
立
学
校 

 
 

を
設
置
す
る
学
校
法
人
等
（
学
校
法
人
（
私
立
学
校
法
（
昭
和
二
十
四
年
法 

 
 

律
第
二
百
七
十
号
）
第
三
条
に
規
定
す
る
学
校
法
人
を
い
う
。
）
又
は
社
会 

 
 

福
祉
法
人
（
社
会
福
祉
法
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
四
十
五
号
）
第
二
十
二 

 
 

条
に
規
定
す
る
社
会
福
祉
法
人
を
い
う
。
）
）
の
理
事
長
を
い
う
。 

  

第
三
条
～
第
七
条 

 
 
 

 
 

 

（
略
） 

  

第
八
条 

免
許
法
別
表
第
三
、
別
表
第
五
、
別
表
第
六
若
し
く
は
別
表
第
六
の 

 
 

二
に
定
め
る
最
低
在
職
年
数
を
超
え
る
在
職
年
数
を
有
す
る
者
又
は
免
許
法 

 
 

別
表
第
八
に
定
め
る
最
低
在
職
年
数
に
加
え
て
授
与
を
受
け
よ
う
と
す
る
免 

 
 

許
状
の
種
類
に
応
じ
た
在
職
年
数
を
有
す
る
者
の
単
位
て
い
減
の
基
準
に
つ 

 
 

い
て
は
、
こ
の
章
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。 

  

第
九
条
～
第
十
四
条
の
二 

 
 

 

（
略
） 

  

第
十
四
条
の
三 

免
許
法
別
表
第
八
に
よ
り
免
許
状
の
授
与
を
受
よ
う
と
す
る 

 
 

場
合
の
単
位
の
修
得
方
法
は
、
次
の
表
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。 

  

第
一
条
～
第
二
条 

 
 
 

 
 
 

（
略
） 

  

第
二
条
の
二 

こ
の
規
則
で
「
所
轄
庁
等
」
と
は
、
大
学
附
置
の
国
立
学
校 

 
 

（
国
（
国
立
大
学
法
人
法
（
平
成
十
五
年
法
律
第
百
十
二
号
）
第
二
条
第
一 

 
 

項
に
規
定
す
る
国
立
大
学
法
人
を
含
む
。
）
が
設
置
す
る
学
校
を
い
う
。
） 

 
 

又
は
公
立
学
校
（
地
方
公
共
団
体
が
設
置
す
る
学
校
を
い
う
。
）
の
教
員
に 

 
 

あ
つ
て
は
免
許
法
第
二
条
第
三
項
で
定
め
る
所
轄
庁
、
私
立
学
校
の
教
員
に 

 
 

あ
つ
て
は
そ
の
私
立
学
校
を
設
置
す
る
学
校
法
人
等
（
学
校
法
人
（
私
立
学 

 
 

校
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二
百
七
十
号
）
第
三
条
に
規
定
す
る
学
校
法 

 
 

人
を
い
う
。
）
又
は
社
会
福
祉
法
人
（
社
会
福
祉
法
（
昭
和
二
十
六
年
法
律 

 
 

第
四
十
五
号
）
第
二
十
二
条
に
規
定
す
る
社
会
福
祉
法
人
を
い
う
。
）
）
の 

 
 

理
事
長
を
い
う
。 

   

第
三
条
～
第
七
条 

 
 
 

 
 

 

（
略
） 

  
第
八
条 

免
許
状
を
上
進
す
る
場
合
、
免
許
法
別
表
第
三
、
別
表
第
五
、
別
表 

 
 

第
六
又
は
別
表
第
六
の
二
に
定
め
る
最
低
在
職
年
数
を
超
え
る
在
職
年
数
を 

 
 

有
す
る
者
の
単
位
て
い
減
の
基
準
に
つ
い
て
は
、
こ
の
章
の
定
め
る
と
こ
ろ 

 
 

に
よ
る
。 

   

第
九
条
～
第
十
四
条
の
二 

 
 

 

（
略
） 

  
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

（
新
設
） 

   

公
立
学
校
法
人
に 

係
る
規
定
を
追
加 

す
る
も
の
。 

            

別
表
第
八
に
よ
り 

 

隣
接
校
種
免
許
状 

 

の
授
与
を
受
け
る 

 

場
合
の
単
位
て
い 

 

減
措
置
が
設
け
ら 

 

れ
た
こ
と
に
伴
う 

 

単
位
の
修
得
方
法 

 

を
新
た
に
定
め
る 

 

も
の
。 
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一 

小
学
校
教
諭
普
通
免
許
状
を
有
す
る
者
が
幼
稚
園
教
諭
二
種
免
許
状
を 

 
 
 

取
得
す
る
場
合 

 
 

 
 

在
職
年
数 

       

 

最
低
修
得
単
位
数
に
含
め
る
科
目
別
最
低
単 

 

位
数 

 

最
低
修
得 

 

単
位
数 

      

 

 
教
職
に
関
す
る
科
目 

 

教
育
課
程
及
び
指
導
法
に
関
す
る
科
目 

 

保
育
内
容
の
指
導
法 

 
 
 
 

一  
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 

三 
 
 
 
 

三 

  
 

二 

幼
稚
園
教
諭
普
通
免
許
状
を
有
す
る
者
が
小
学
校
教
諭
二
種
免
許
状
を 

 
 
 

取
得
す
る
場
合 

 
 

 

在
職
年
数 

         

 

最
低
修
得
単
位
数
に
含
め
る
科
目
別
最
低
単 

 

位
数 

 
最
低
修
得 

 
単
位
数 

        

 
 

 

教
職
に
関
す
る
科
目 

 

教
育
課
程
及
び
指
導
法
に
関 

 

す
る
科
目 

 

生
徒
指
導
、 

 

教
育
相
談
及 

 

び
進
路
指
導 

 

等
に
関
す
る 

 

科
目 

 

各
教
科
の
指 

 

導
法 

 

道
徳
の
指
導 

 

法 

 
 
 
 

一  
 

 
 

 

七 
 
 

 
 

 

一 
 
 
 
 
 

二 
 
 
 
 

十 

 
 
 
 

二  
 

 
 

 

五 
 
 

 
 

 

一 
 
 
 
 
 

一 
 
 
 
 

七 

  

-21-



 
 

三 

中
学
校
教
諭
普
通
免
許
状
を
有
す
る
者
が
小
学
校
教
諭
二
種
免
許
状
を 

 
 
 

取
得
す
る
場
合 

 
 

 
 

在
職
年
数 

        

 

最
低
修
得
単
位
数
に
含
め
る
科
目
別
最
低
単 

 

位
数 

 

最
低
修
得 

 

単
位
数 

       

 

 
教
職
に
関
す
る
科
目 

 

教
育
課
程
及
び
指
導 

 

法
に
関
す
る
科
目 

 

生
徒
指
導
、
教
育
相 

 

談
及
び
進
路
指
導
等 

 

に
関
す
る
科
目 

 
 

各
教
科
の
指
導
法 

 
 
 
 

一  
 
 
 
 
 

 
 

七 
 
 
 
 
 
 

 
 

二  
 
 
 

九 

 
 
 
 

二  
 
 
 
 
 

 
 

五 
 
 
 
 
 
 

 
 

一  
 
 
 

六 

  
 

四 

小
学
校
教
諭
普
通
免
許
状
を
有
す
る
者
が
中
学
校
教
諭
二
種
免
許
状
を 

 
 
 

取
得
す
る
場
合 

 
 

在
職
年
数 

          

 

最
低
修
得
単
位
数
に
含
め
る
科
目
別
最
低
単 

 

位
数 

 

最
低
修
得 

 

単
位
数 

         

 

 

教
科
に
関
す 

 

る
科
目 

      

 

教
職
に
関
す
る
科
目 

 

教
育
課
程
及 

 

び
指
導
法
に 

 

関
す
る
科
目 

 

生
徒
指
導
、 

 

教
育
相
談
及 

 

び
進
路
指
導 

 

等
に
関
す
る 

 

科
目 

 

 

各
教
科
の
指 

 

導
法 
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一  
 

 
 

 

七 
 
 

 
 

 

二 
 
 
 
 
 

二 
 
 
 

十
一 

 
 

 

 
 
 
 

二  
 

 
 

 

五 
 
 

 
 

 

一 
 
 
 
 
 

二 
 
 
 
 

八 

 
 
 
 

三  
 

 
 

 

五 
 
 

 
 

 

一 
 
 
 
 
 

一 
 
 
 
 

七 

  
 

五 

高
等
学
校
教
諭
普
通
免
許
状
を
有
す
る
者
が
中
学
校
教
諭
二
種
免
許
状 

 
 
 

を
取
得
す
る
場
合 

 
 

在
職
年
数 

          

 

最
低
修
得
単
位
数
に
含
め
る
科
目
別
最
低
単 

 

位
数 

 

最
低
修
得 

 

単
位
数 

         

 

 

教
職
に
関
す
る
科
目 

 

教
科
又
は 

 
教
職
に
関 

 
す
る
科
目 

     

 

教
育
課
程
及
び
指
導 

 

法
に
関
す
る
科
目 

 

生
徒
指
導 

 

、
教
育
相 

 

談
及
び
進 

 

路
指
導
等 

 

に
関
す
る 

 

科
目 

 

各
教
科
の 

 

指
導
法 

 

 

道
徳
の
指 

 

導
法 

 

 
 
 
 

一   
 

 

一   
 

 

一   
 

 

一   
 
 

三  
 
 
 

六 

 
 
 
 

二   
 

 

一   
 

 

一   
 

 

一   
 
 

二  
 
 
 

五 

  
 

六 

中
学
校
教
諭
普
通
免
許
状
（
二
種
免
許
状
を
除
く
。
）
を
有
す
る
者
が 

 
 
 

高
等
学
校
教
諭
一
種
免
許
状
を
取
得
す
る
場
合 

 
 

在
職
年
数 

 

 

最
低
修
得
単
位
数
に
含
め
る
科
目
別
最
低
単 

 

位
数 

 

最
低
修
得 

 

単
位
数 
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教
職
に
関
す
る
科
目 

 

教
科
又
は
教 

 

職
に
関
す
る 

 

科
目 

     

 
 

               

第
十
五
条
～
第
三
十
一
条 

 
 

 

（
略
） 

  

第
三
十
二
条 

免
許
状
の
授
与
、
書
換
、
再
交
付
又
は
検
定
を
受
け
よ
う
と
す 

 
 

る
者
は
、
そ
の
願
書
に
手
数
料
条
例
に
定
め
る
金
額
に
相
当
す
る
宮
城
県
の 

 
 

収
入
証
紙
を
貼
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

   
第
三
十
三
条
～
第
三
十
四
条 

 
 

（
略
） 

  

様
式
第
一
号
～
第
十
九
号 

 
 

 

（
略
） 

                 

教
育
職
員
免
許
状 

 

授
与
（
交
付
）
証 

 

明
書
の
交
付
手
数 

 

料
新
設
に
伴
い
追 

 

加
す
る
も
の
。 

 

教
育
課
程
及 

 

び
指
導
法
に 

 

関
す
る
科
目 

 

生
徒
指
導
、 

 

教
育
相
談
及 

 

び
進
路
指
導 

 

等
に
関
す
る 

 

科
目 

 

 

各
教
科
の
指 

 

導
法 

 
 
 
 

一  
 

 
 

 

一 
 
 

 
 

 

二 
 
 
 
 
 

六 
 
 
 
 

九 

 
 
 
 

二  
 

 
 

 

一 
 
 

 
 

 
一 

 
 
 
 
 

四 
 
 
 
 

六 

  

第
十
五
条
～
第
三
十
一
条 

 
 

 

（
略
） 

  

第
三
十
二
条 

免
許
状
の
授
与
、
書
換
若
し
く
は
再
交
付
を
申
請
す
る
者
、
検 

 
 

定
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
又
は
授
与
に
つ
い
て
の
証
明
書
の
交
付
を
請
求
す 

 
 

る
者
は
、
そ
の
願
書
に
手
数
料
条
例
に
定
め
る
金
額
に
相
当
す
る
宮
城
県
の 

 
 

収
入
証
紙
を
貼
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

  

第
三
十
三
条
～
第
三
十
四
条 

 
 

（
略
） 

  

様
式
第
一
号
～
第
十
九
号 
 
 

 

（
略
） 
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教
育
職
員
免
許
状 

 

授
与
（
交
付
）
証 

 

明
書
の
交
付
手
数 

 

料
新
設
に
伴
い
様 

 

式
を
改
正
す
る
も 

 

の
。 

 

-25-



 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

（
以
下
略
） 

  
 
 
 

附 

則 

 
 

こ
の
規
則
は
、
平
成
二
十
九
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

（
以
下
略
） 
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  第４号議案 

 

 

宮城県教育委員会に属する職員等の育児休業等に関する規則 

の一部改正について 

 

 

宮城県教育委員会に属する職員等の育児休業等に関する規則（平成４年宮城県

教育委員会規則第２号）の一部を別紙のとおり改正する。 

 

 

  平成２９年３月２２日提出 

 

 

                          宮城県教育委員会教育長   髙 橋  仁                               

 
第４号議案 
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宮
城
県
教
育
委
員
会
に
属
す
る
職
員
等
の
育
児
休
業
等
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

宮
城
県
教
育
委
員
会
に
属
す
る
職
員
等
の
育
児
休
業
等
に
関
す
る
規
則
（
平
成
四
年
宮
城
県
教
育
委
員
会
規
則
第
二
号
）
の
一
部

を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
二
条
第
三
号
中
「
仙
台
市
教
育
委
員
会
に
属
す
る
職
員
を
除
く
。
」
を
削
る
。

第
三
条
第
一
項
中
「
続
柄
」
を
「
続
柄
等
（
当
該
子
が
法
第
二
条
第
一
項
に
お
い
て
子
に
含
ま
れ
る
も
の
と
さ
れ
る
者
に
該
当
す

る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
事
実
。
以
下
同
じ
。
）
」
に
、
「
第
三
条
第
七
号
」
を
「
第
三
条
第
八
号
」
に
、
「
第
二
条
の
二
第
三
号
」

を
「
第
二
条
の
三
第
三
号
」
に
改
め
、
同
条
第
四
項
中
「
第
三
条
第
七
号
」
を
「
第
三
条
第
八
号
」
に
改
め
る
。

第
三
条
の
二
第
一
項
中
「
第
三
条
第
四
号
」
を
「
第
三
条
第
五
号
」
に
改
め
る
。

第
九
条
中
「
第
十
一
条
第
五
号
」
を
「
第
十
一
条
第
六
号
」
に
改
め
る
。

様
式
第
一
号
中
「

」
を
「

」
に
改
め
、
同
様
式
（
裏
面
）
中
「続

柄

」
を
「続

柄
等

」
に
、
「第

２
条
の
２
第
３

号

」
を
「第

２
条
の
３
第
３
号

」
に
、
「第
２
条
の
２
第
２
号

」
を
「第

２
条
の
３
第
２
号

」
に
改
め
る
。

様
式
第
一
号
の
二
中
「第

３
条
第
４
号

（第
１
１
条
第
５
号

）
」
を
「第

３
条
第
５
号

（第
１
１
条
第
６
号

）
」
に
改
め
る
。

「
□

育
児
休
業
等
に
係
る
子
と
離
縁
し
た

（養
子
縁
組
の
取
消
し
を
含
む

）

様
式
第
三
号
中

を

□

育
児
休
業
等
に
係
る
子
と
の
親
族
関
係
が
特
別
養
子
縁
組
に
よ
り
終
了
し
た

」

「
□

育
児
休
業
等
に
係
る
子
と
離
縁
し
た

□

育
児
休
業
等
に
係
る
子
と
の
養
子
縁
組
が
取
り
消
さ
れ
た

続
柄

続
柄
等
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□
育
児
休
業
等
に
係
る
子
と
の
親
族
関
係
が
特
別
養
子
縁
組
に
よ
り
終
了
し
た

に
改
め
る

□

育
児
休
業
等
に
係
る
子
に
つ
い
て
の
民
法
第
８
１
７
条
の
２
第
１
項
の
規
定
に
よ
る
請
求
に
係
る
家
事
審
判
事

件
が
終
了
し
た

□

育
児
休
業
等
に
係
る
子
と
の
養
子
縁
組
が
成
立
し
な
い
ま
ま
児
童
福
祉
法
第
２
７
条
第
１
項
第
３
号
の
規
定
に

よ
る
措
置
が
解
除
さ
れ
た

」

。
様
式
第
四
号
及
び
様
式
第
五
号
中
「続

柄

」
を
「続

柄
等

」
に
改
め
る
。

附

則

こ
の
規
則
は
、
平
成
二
十
九
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
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宮
城
県
教
育
委
員
会
に
属
す
る
職
員
等
の
育
児
休
業
等
に
関
す
る
規
則
（
平
成
四
年
宮
城
県
教
育
委
員
会
規
則
第
二
号
）
新
旧
対
照
表

改

正

後

現

行

備

考

第
一
条

（
略
）

第
一
条

（
略
）

第
二
条

前
条
に
規
定
す
る
「
宮
城
県
教
育
委
員
会
に
属
す
る
職
員
等
」
と
は
、

第
二
条

前
条
に
規
定
す
る
「
宮
城
県
教
育
委
員
会
に
属
す
る
職
員
等
」
と
は
、

次
の
各
号
に
掲
げ
る
一
般
職
の
職
員
（
以
下
「
職
員
」
と
い
う
。
）
を
い
う
。

次
の
各
号
に
掲
げ
る
一
般
職
の
職
員
（
以
下
「
職
員
」
と
い
う
。
）
を
い
う
。

一

宮
城
県
教
育
庁
の
職
員

一

宮
城
県
教
育
庁
の
職
員

二

教
育
機
関
の
職
員

二

教
育
機
関
の
職
員

三

市
町
村
立
学
校
職
員
給
与
負
担
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
三
十
五
号
）

三

市
町
村
立
学
校
職
員
給
与
負
担
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
三
十
五
号
）

仙
台
市
へ
県
費
負
担
教
職

第
一
条
及
び
第
二
条
に
規
定
す
る
職
員
（

第
一
条
及
び
第
二
条
に
規
定
す
る
職
員
（
仙
台
市
教
育
委
員
会
に
属
す
る
職

員
の
給
与
負
担
等
が
移
譲
さ

以
下
「
県
費
負
担
教
職
員
」
と
い
う
。
）

員
を
除
く
。
以
下
「
県
費
負
担
教
職
員
」
と
い
う
。
）

れ
る
た
め

第
三
条

職
員
が
、
法
第
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
育
児
休
業
の
承
認
を
受
け

第
三
条

職
員
が
、
法
第
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
育
児
休
業
の
承
認
を
受
け

よ
う
と
す
る
と
き
は
、
育
児
休
業
承
認
請
求
書
（
様
式
第
一
号
）
に
請
求
に
係

よ
う
と
す
る
と
き
は
、
育
児
休
業
承
認
請
求
書
（
様
式
第
一
号
）
に
請
求
に
係

る
子
の
氏
名
、
生
年
月
日
及
び
職
員
と
の
続
柄
等
（
当
該
子
が
法
第
二
条
第
一

る
子
の
氏
名
、
生
年
月
日
及
び
職
員
と
の
続
柄

子
に
準
ず
る
者
を
含
め
る

項
に
お
い
て
子
に
含
ま
れ
る
も
の
と
さ
れ
る
者
に
該
当
す
る
場
合
に
あ
っ
て

た
め
表
記
を
改
め
る
も
の

は
、
そ
の
事
実
。
以
下
同
じ
。
）
を
証
明
す
る
書
類
を
添
え
て
、
条
例
第
三
条

を
証
明
す
る
書
類
を
添
え
て
、
条
例
第
三
条

第
八
号
に
掲
げ
る
事
情
に
該
当
し
て
育
児
休
業
の
承
認
を
請
求
す
る
場
合
を
除

第
七
号
に
掲
げ
る
事
情
に
該
当
し
て
育
児
休
業
の
承
認
を
請
求
す
る
場
合
を
除

号
ず
れ
の
訂
正

き
、
育
児
休
業
を
始
め
よ
う
と
す
る
日
の
一
月
（
条
例
第
二
条
の
三
第
三
号
に

き
、
育
児
休
業
を
始
め
よ
う
と
す
る
日
の
一
月
（
条
例
第
二
条
の
二
第
三
号
に

掲
げ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
二
週
間
）
前
ま
で
に
所
属
長
を
経
由
し
て
宮
城
県

掲
げ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
二
週
間
）
前
ま
で
に
所
属
長
を
経
由
し
て
宮
城
県

条
ず
れ
の
訂
正

教
育
委
員
会
（
以
下
「
県
教
育
委
員
会
」
と
い
う
。
）
に
提
出
す
る
も
の
と
す

教
育
委
員
会
（
以
下
「
県
教
育
委
員
会
」
と
い
う
。
）
に
提
出
す
る
も
の
と
す

る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
県
費
負
担
教
職
員
に
あ
っ
て
は
、
市
町
村
教
育
委

る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
県
費
負
担
教
職
員
に
あ
っ
て
は
、
市
町
村
教
育
委

員
会
を
経
由
す
る
も
の
と
す
る
。

員
会
を
経
由
す
る
も
の
と
す
る
。

２
・
３

（
略
）

２
・
３

（
略
）

４

県
教
育
委
員
会
は
、
育
児
休
業
の
承
認
の
請
求
に
つ
い
て
、
そ
の
事
由
を
確

４

県
教
育
委
員
会
は
、
育
児
休
業
の
承
認
の
請
求
に
つ
い
て
、
そ
の
事
由
を
確
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認
す
る
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
当
該
請
求
を
し
た
職
員
に
対
し
て
、

認
す
る
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
当
該
請
求
を
し
た
職
員
に
対
し
て
、

証
明
書
類
の
提
出
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
非
常
勤
職
員
が
条
例

証
明
書
類
の
提
出
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
非
常
勤
職
員
が
条
例

第
三
条
第
八
号
に
掲
げ
る
事
情
に
該
当
し
て
育
児
休
業
の
承
認
を
請
求
し
た
場

第
三
条
第
七
号
に
掲
げ
る
事
情
に
該
当
し
て
育
児
休
業
の
承
認
を
請
求
し
た
場

号
ず
れ
の
訂
正

合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

第
三
条
の
二

条
例
第
三
条
第
五
号
の
計
画
は
、
育
児
休
業
等
計
画
書
（
様
式
第

第
三
条
の
二

条
例
第
三
条
第
四
号
の
計
画
は
、
育
児
休
業
等
計
画
書
（
様
式
第

号
ず
れ
の
訂
正

一
号
の
二
）
に
よ
り
作
成
す
る
も
の
と
し
、
当
該
育
児
休
業
等
計
画
書
は
、
前

一
号
の
二
）
に
よ
り
作
成
す
る
も
の
と
し
、
当
該
育
児
休
業
等
計
画
書
は
、
前

条
第
一
項
の
請
求
書
と
併
せ
て
所
属
長
を
経
由
し
て
県
教
育
委
員
会
に
提
出
す

条
第
一
項
の
請
求
書
と
併
せ
て
所
属
長
を
経
由
し
て
県
教
育
委
員
会
に
提
出
す

る
も
の
と
す
る
。

る
も
の
と
す
る
。

２

（
略
）

２

（
略
）

第
四
条
～
第
八
条

（
略
）

第
四
条
～
第
八
条

（
略
）

第
九
条

第
三
条
の
二
の
規
定
は
、
条
例
第
十
一
条
第
六
号
の
計
画
に
つ
い
て
準

第
九
条

第
三
条
の
二
の
規
定
は
、
条
例
第
十
一
条
第
五
号
の
計
画
に
つ
い
て
準

号
ず
れ
の
訂
正

用
す
る
。

用
す
る
。

第
十
条
～
第
十
四
条

（
略
）

第
十
条
～
第
十
四
条

（
略
）
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宮城県教育委員会に属する職員等の育児休業等に関する規則 

の一部改正の概要 
 

 

１ 改正理由 

 

（１）地方公務員の育児休業等に関する法律及び職員の育児休業等に関する条

例が改正及び施行されることに伴い，必要な文言の整理など所要の改正を

行うもの。 

（２）地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法

律の整備に関する法律（第４次一括法）の施行に伴い，仙台市教育委員会

に属する県費負担教職員が制度上いなくなることから，必要な文言の整理

を行うもの。 

 

 

２ 改正内容 

 

（１）上記１（１）に伴うもの。 

イ 規則中「続柄」と規定されているものを「続柄等」に改め，法律上，

子に準ずるものとして認められている者を含む内容に改める。 

ロ 様式第３号の届出の事由に，育児休業等に係る子との養子縁組が取り

消されたことや養子縁組不成立のまま児童福祉法第２７条第１項第３

号の規定による措置が解除されたこと等を加える。 

ハ その他，条ずれの訂正など所要の文言の整理を行う。 

 （２）上記１（２）に伴うもの。 

    第２条第３号に規定されている「仙台市教育委員会に属する職員を除

く。」を削る。 

 

 

３ 施行年月日 

 

平成２９年４月１日 
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  第５号議案 

 

 

宮城県教育委員会に属する職員等の配偶者同行休業に関する規則の 

  一部改正について 

 

 

宮城県教育委員会に属する職員等の配偶者同行休業に関する規則（平成２６年

宮城県教育委員会規則第９号）の一部を別紙のとおり改正する。 

 

 

  平成２９年３月２２日提出 

 

 

                          宮城県教育委員会教育長   髙 橋  仁                               

 

 
第５号議案 
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宮
城
県
教
育
委
員
会
に
属
す
る
職
員
等
の
配
偶
者
同
行
休
業
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則 

 
 

宮
城
県
教
育
委
員
会
に
属
す
る
職
員
等
の
配
偶
者
同
行
休
業
に
関
す
る
規
則
（
平
成
二
十
六
年
宮
城
県
教
育
委
員
会

規
則
第
九
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

 

第
二
条
第
三
号
中
「
仙
台
市
教
育
委
員
会
に
属
す
る
職
員
を
除
く
。
」
を
削
る
。 

 

様
式
第
一
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 
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様式第 １ 号（第 ３ 条，第 ４ 条関係） 

配 偶 者 同 行 休 業 承 認 申 請 書 

申請年月日       年  月  日 
   宮城県教育委員会 殿 

         （所属長経由印） 

           申請者 所 属                  （所属コード          ） 

               職                     

氏 名                  印（職員番号                  ） 

配偶者同行休業の承認                                     

期 間 の 延 長 

 

 

 

 

  

 

 
 
 

１ 申 請 の 区 分 

□ 配偶者同行休業（２，３及び４に記入） 

□ 期間の延長（２，３及び５に記入） 

□ 再度の延長（２，３及び５に記入） 

２ 

 

申 

請 

に 

係 

る 

配 

偶 

者 

氏 名  

職 業  

 

 

申請時の所属先の名称  

（所在地） 

 

（                                 ） 

外 国 滞 在 事 由 （                                 ） 

 

 

 

 

外国滞在中の所属先の名称 

（所在地） 

 

（                                 ） 

外国滞在事由の 

継 続 す る 期 間 
年  月  日から    年  月  日まで 

３ 職 員 及 び 配 偶 者 の 

外国滞在中の住所(居所) 

 

 

４ 申 請 期 間 年  月  日から    年  月  日まで 

５ 延 長 の 期 間 年  月  日から    年  月  日まで 

 

 

既に配偶者同行休業  

を し て い る 期 間 

年  月  日から    年  月  日まで 

（うち期間の再度の延長の場合における当初の配偶者同行休業の期間） 

年  月  日から    年  月  日まで 

６ 備 考  

 （注） ① この申請書には，配偶者の滞在事由及び期間が確認できる書類を添付すること。 

② 期間の再度の延長を申請する場合には，「２ 申請に係る配偶者」欄の「外国滞在事由」欄の最上欄の

括弧内に，当該延長が必要な事情を記入すること。 

③ 「３ 職員及び配偶者の外国滞在中の住所（居所）」欄は、申請時点で未定の場合には「未定」と記入

し，申請期間の初日の前日までに外国滞在中の住所（居所）を定め，届け出ること。 

④ 「６ 備考」欄には，以前に配偶者同行休業をしている場合における当該配偶者同行休業の内容（配

偶者の外国滞在事由，休業期間），配偶者同行休業の期間を延長する場合における当該配偶者同行休

業の期間の延長を申請する理由その他任命権者が承認の可否を判断するに当たって必要と思われる事

項を記入する。 

⑤ 該当する□にはレ印を記入すること。 

（県教委記入欄） 
 

受理年月日 年     月     日 □  承認     □ 不承認 

決裁年月日 年     月     日   職 

 

 

 氏 名          印 
決 裁 欄 

     

     

職員の配偶者同行休業に関する条例第６条の２の規定による人事委員会の認定 認定日  年  月  日 □不認定 □不要 

を申請します。 下記のとおり 
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附 

則 

 
こ
の
規
則
は
、
平
成
二
十
九
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 
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宮
城
県
教
育
委
員
会
に
属
す
る
職
員
等
の
配
偶
者
同
行
休
業
に
関
す
る
規
則
（
平
成
二
十
六
年
宮
城
県
教
育
委
員
会
規
則
第
九
号
） 

新
旧
対
照
表 

改 
 

 
 

 

正 
 

 
 

 

後 

現 
 

 
 

 
 

 
 

 

行 

備 
 

 

考 

第
一
条 
（
略
） 

 

第
二
条 

前
条
に
規
定
す
る
「
宮
城
県
教
育
委
員
会
に
属
す
る
職
員
等
」
と 

 
 

は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
一
般
職
の
職
員
（
以
下
「
職
員
」
と
い
う
。
）

を
い
う
。 

一 

宮
城
県
教
育
庁
の
職
員 

 

二 

教
育
機
関
の
職
員 

 

三 

市
町
村
立
学
校
職
員
給
与
負
担
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
三
十 

 
 

五
号
）
第
一
条
及
び
第
二
条
に
規
定
す
る
職
員
（ 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

以
下
「
県
費
負
担
教
職
員
」
と
い
う
。
） 

 

第
三
条
～
第
七
条 

（
略
） 

第
一
条 

（
略
） 

 

第
二
条 

前
条
に
規
定
す
る
「
宮
城
県
教
育
委
員
会
に
属
す
る
職
員
等
」
と 

 
 

は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
一
般
職
の
職
員
（
以
下
「
職
員
」
と
い
う
。
）

を
い
う
。 

一 

宮
城
県
教
育
庁
の
職
員 

 

二 

教
育
機
関
の
職
員 

 

三 

市
町
村
立
学
校
職
員
給
与
負
担
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
三
十 

 
 

五
号
）
第
一
条
及
び
第
二
条
に
規
定
す
る
職
員
（
仙
台
市
教
育
委
員
会 

 

に
属
す
る
職
員
を
除
く
。
以
下
「
県
費
負
担
教
職
員
」
と
い
う
。
） 

 

第
三
条
～
第
七
条 

（
略
） 

        

仙
台
市
へ
県
費
負

担
教
職
員
の
給
与
負

担
等
が
移
譲
さ
れ
る

た
め 
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宮城県教育委員会に属する職員等の配偶者同行休業に関する規則 

の一部改正の概要 
 

 

１ 改正理由 

 

（１）職員の配偶者同行休業に関する条例が改正・施行されることに伴い，

必要な文言の整理など所要の改正を行うもの。 

（２）地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係

法律の整備に関する法律（第４次一括法）の施行に伴い，仙台市教育委

員会に属する県費負担教職員が制度上いなくなることから，必要な文言

の整理を行うもの。 

 

 

２ 改正内容 

 

 （１）上記１（１）に伴うもの。 

職員の配偶者同行休業に関する条例が改正・施行されることに伴い，

様式第１号に再度の期間延長に関する記載等を新たに加える。 

（２）上記１（２）に伴うもの。 

第２条第３号に規定されている「仙台市教育委員会に属する職員を除

く。」を削る。 

 

 

３ 施行年月日 

 

平成２９年４月１日 
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第６号議案

第６号議案

自然の家管理規則の一部改正について

自然の家管理規則（平成１７年宮城県教育委員会規則第１６号）の一部を別紙の

とおり改正する。

平成２９年３月２２日提出

宮城県教育委員会教育長 髙 橋 仁
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自
然
の
家
管
理
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

自
然
の
家
管
理
規
則
（
平
成
十
七
年
宮
城
県
教
育
委
員
会
規
則
第
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

様
式
第
一
号
及
び
様
式
第
二
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。
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男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

電話番号

電話番号

FAX番号

申請者 住所

氏名又は名称

法人その他の団体にあっては、

代表者の氏名

　（注）　※印の欄は記入しないでください。

行 事 名 称

使 用 の
目 的

使 用 し よ う
と す る
人 員

連 絡 先

使 用し よう
と す る
日 時

氏　　　名

中 学 生 及
びこれに準
ずる者以下

高 校 生 及
びこれに準
ず る 者

学 習 活 動
等 の
引 率 者

一 般
（大学生を
含 む 。 ）

計

　　　年　　　月　　　日　　　時　　　分から

　　　年　　　月　　　日　　　時　　　分まで

　　下記のとおり使用したいので許可されるよう申請します。

記

様式第１号（第５条関係）

自　然　の　家　使　用　許　可　申　請　書

　　　　年　　　　月　　　　日　　

　　宮城県　　　　　自然の家所長　殿

※ 使 用 料区 分

備　考

運 動 場

そ の 他

研
　
修
　
室
　
等

プ レ イ ル ー ム

オリエンテーション室

音 楽 室

会 議 室

体 育 館

コ テ ー ジ

宿 泊 室

テ ン ト

山 小 屋

研 修 室

野 外 炊 飯 施 設
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男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

研 修 室

プ レ イ ル ー ム

オ リ エ ン テ ー シ ョ ン 室

音 楽 室

会 議 室

コ テ ー ジ

中 学 生 及
びこれに準
ずる者以下

計
区 分

宿 泊 室

研
　
修
　
室
　
等

テ ン ト

山 小 屋

高 校 生 及
びこれに準
ず る 者

学 習 活 動
等 の
引 率 者

一 般
（大学生を
含 む 。 ）

使 用 し よ う
と す る
人 員

運 動 場

そ の 他

体 育 館

野 外 炊 飯 施 設

使 用 し よ う
と す る
日 時

　　　年　　　月　　　日　　　時　　　分から

　　　年　　　月　　　日　　　時　　　分まで

行 事 名 称

連 絡 先

氏　　　名

使 用 の
目 的

電話番号

FAX番号

　　許可します。

記

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　殿

宮城県　　　　　　　自然の家　所長　　

　　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日付けで申請のあった自然の家の使用については、下記のとおり

　　　　年　　　　月　　　　日　　

様式第２号（第５条関係）

自　然　の　家　使　用　許　可　書

第　　　　　 　　　　号　　
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附

則

こ
の
規
則
は
、
平
成
二
十
九
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
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自
然
の
家
管
理
規
則
改
正

新
旧
対
照
表

改

正

案

現

行

備

考

様
式
第
一
号
（
第
五
条
関
係
）

様
式
第
一
号
（
第
五
条
関
係
）

「
宿
泊
」
と
「
日

帰
り
」
の
区
分
を

削
る
も
の
。

様
式
第
二
号
（
第
五
条
関
係
）

様
式
第
二
号
（
第
五
条
関
係
）

自 然 の 家 使 用 許 可 書
第 号
年 月 日

殿
宮城県 自然の家所長

年 月 日付けで申請のあった自然の家の使用については，
下記のとおり許可します。

記

行事名称 氏 名
使 用 の 連絡先 電話番号
目 的 ＦＡＸ番号
使 用 し よ う と 使用しようと 年 月 日 時 分から
す る 人 員 す る 日 時 年 月 日 時 分まで

中学生及びこ 高校生及びこ 学習活動等の 一般（大学生
区 分 れに準ずる者 れに準ずる者 引 率 者 を含む。） 計

以 下
男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

宿 泊 室
テ ン ト
山 小 屋
研 修 室

研 プ レ イ ル ー ム
修 オリエンテーション室
室 音 楽 室
等 会 議 室
コ テ ー ジ

体 育 館
野 外炊 飯施 設
運 動 場
そ の 他

自 然 の 家 使 用 許 可 申 請 書
年 月 日

宮城県 自然の家所長 殿
申請者 住所

氏名又は名称
法人その他の団体にあっ
ては，代表者の氏名
電話番号

下記のとおり使用したいので許可されるよう申請します。
記

行事名称 氏 名
使 用 の 連絡先 電話番号
目 的 ＦＡＸ番号
使 用 し よ う と 使用しようと 年 月 日 時 分から
す る 人 員 す る 日 時 年 月 日 時 分まで

中学生及びこ 高校生及びこ 学習活動等の 一般（大学生
区 分 れに準ずる者 れに準ずる者 引 率 者 を含む。） 計 ※使 用 料

以 下
男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

宿 泊 室 円
テ ン ト 円
山 小 屋 円

研 修 室 円
研 プ レ イ ル ー ム 円
修 オリエンテーション室 円
室 音 楽 室 円
等 会 議 室 円

コ テ ー ジ 円
体 育 館 円
野外 炊 飯施 設 円
運 動 場 円
そ の 他 円
（注）※印の欄は記入しないでください。

自 然 の 家 使 用 許 可 申 請 書
年 月 日

宮城県 自然の家所長 殿
申請者 住所

氏名又は名称
法人その他の団体にあっ
ては，代表者の氏名
電話番号

下記のとおり使用したいので許可されるよう申請します。
記

行事名称 氏 名
使 用 の 連絡先 電話番号
目 的 ＦＡＸ番号
使 用 し よ う と 使用しようと 年 月 日 時 分から
す る 人 員 す る 日 時 年 月 日 時 分まで

中学生及びこ 高校生及びこ 学習活動等の 一般（大学生
区 分 れに準ずる者 れに準ずる者 引 率 者 を含む。） 計 ※使 用 料

以 下
男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

宿 宿 泊 室 円
テ ン ト 円

泊 山 小 屋 円
研修室 円

日 研 プレイルーム 円
修 オリエンテーション室 円
室 音楽室 円

帰 等 会議室 円
コテージ 円

体 育 館 円
り 野外炊飯施設 円

運 動 場 円
そ の 他 円

（注）※印の欄は記入しないでください。

自 然 の 家 使 用 許 可 書
第 号
年 月 日

殿
宮城県 自然の家所長

年 月 日付けで申請のあった自然の家の使用については，
下記のとおり許可します。

記

行事名称 氏 名
使 用 の 連絡先 電話番号
目 的 ＦＡＸ番号
使 用 し よ う と 使用しようと 年 月 日 時 分から
す る 人 員 す る 日 時 年 月 日 時 分まで

中学生及びこ 高校生及びこ 学習活動等の 一般（大学生
区 分 れに準ずる者 れに準ずる者 引 率 者 を含む。） 計

以 下
男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

宿 宿 泊 室
テ ン ト

泊 山 小 屋
研修室

日 研 プレイルーム
修 オリエンテーション室
室 音楽室

帰 等 会議室
コテージ

体 育 館
り 野外炊飯施設

運 動 場
そ の 他
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自然の家管理規則の一部改正の概要

１ 改正理由

各種使用料及び手数料の改定に関する条例による自然の家条例（昭和５０
年宮城県条例第４６号）の一部改正に伴い，本規則の様式について，所要の
改正を行う必要があるため。

２ 改正内容

研修室等及び体育館の使用料を，宿泊室，テント又は山小屋と併せて使用
する場合にも徴収するため，様式第１号及び第２号中，「宿泊」，「日帰り」
の区分を削るもの。

３ 施行期日

平成２９年４月１日

○
議
第
二
十
四
号
議
案

各
種
使
用
料
及
び
手
数
料
の
改
定
に
関
す
る
条
例

第
一
～
三
条

（
略
｝

（
自
然
の
家
条
例
の
一
部
改
正
）

第
四
条

自
然
の
家
条
例
（
昭
和
五
十
年
宮
城
県
条
例
第
四
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
五
条

（
略
）

附

則

（
施
行
期
日
）

１

こ
の
条
例
は
、
平
成
二
十
九
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。（
略
）

（
経
過
措
置
）

２
、
３

（
略
）

４

施
行
日
前
に
自
然
の
家
条
例
の
規
定
に
よ
る
許
可
を
受
け
た
使
用
に
係
る
使
用
料
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

（
自
然
の
家
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
の
一
部
改
正
）

５

自
然
の
家
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
（
平
成
二
十
八
年
条
例
第
四
十
四
号
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

別
表
第
二
号
備
考
第
三
号
の
改
正
規
定
を
削
る
。

別
表
第
二
号
中
「

二
、
五
〇
〇

二
、
五
〇
〇

二
、
五
〇
〇

二
、
八
〇
〇

二
、
八
〇
〇

三
、
一
〇
〇

三
、
〇
〇
〇

三
、
〇
〇
〇

三
、
〇
〇
〇

三
、
五
〇
〇

三
、
五
〇
〇

四
、
〇
〇
〇

」
を

二
、
七
〇
〇

二
、
七
〇
〇

二
、
七
〇
〇

三
、
一
〇
〇

三
、
一
〇
〇

三
、
四
〇
〇

三
、
三
〇
〇

三
、
三
〇
〇

三
、
三
〇
〇

三
、
八
〇
〇

三
、
八
〇
〇

四
、
四
〇
〇

」
に
改
め
、
別
表
二
号
備
考
第
三
号

を
削
る
。

※

参
考
１
（
「
各
種
使
用
料
及
び
手
数
料
の
改
定
に
関
す
る
条
例
」
の
う
ち
、
「
自
然

の
家
条
例
」
に
関
す
る
も
の
）
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※

参
考
２

自
然
の
家
条
例
新
旧
対
照
表

改

正

案

現

行

備

考

別
表
（
第
六
条
関
係
）

別
表
（
第
六
条
関
係
）

二

研
修
室
等
及
び
体
育
館

二

研
修
室
等
及
び
体
育
館

使

用

料

の

額

使

用

料

の

額

区

分

午
前
（
午
前

午
後
（
午
後

夜
間
（
午
後

午
前
・
午
後

午
後
・
夜
間

午
前
・
午
後

区

分

午
前
（
午
前

午
後
（
午
後

夜
間
（
午
後

午
前
・
午
後

午
後
・
夜
間

午
前
・
午
後

九
時
か
ら
正

一
時
か
ら
午

五
時
か
ら
午

（
午
前
九
時

（
午
後
一
時

・
夜
間
（
午

九
時
か
ら
正

一
時
か
ら
午

五
時
か
ら
午

（
午
前
九
時

（
午
後
一
時

・
夜
間
（
午

午
ま
で
）

後
五
時
ま
で
）

後
九
時
ま
で
）

か
ら
午
後
五

か
ら
午
後
九

前
九
時
か
ら

午
ま
で
）

後
五
時
ま
で
）

後
九
時
ま
で
）

か
ら
午
後
五

か
ら
午
後
九

前
九
時
か
ら

時
ま
で
）

時
ま
で
）

午
後
九
時
ま

時
ま
で
）

時
ま
で
）

午
後
九
時
ま

研
修
室
等
及
び
体
育

館
の
使
用
料
を
値
上

研
修
室
等

一
室
に
つ
き

二
、
七
〇
〇
円

二
、
七
〇
〇
円

二
、
七
〇
〇
円

三
、
一
〇
〇
円

三
、
一
〇
〇
円

三
、
四
〇
〇
円

研
修
室
等

一
室
に
つ
き

二
、
五
〇
〇
円

二
、
五
〇
〇
円

二
、
五
〇
〇
円

二
、
八
〇
〇
円

二
、
八
〇
〇
円

三
、
一
〇
〇
円

げ
す
る
も
の
。

体
育
館

三
、
三
〇
〇
円

三
、
三
〇
〇
円

三
、
三
〇
〇
円

三
、
八
〇
〇
円

三
、
八
〇
〇
円

四
、
四
〇
〇
円

体
育
館

三
、
〇
〇
〇
円

三
、
〇
〇
〇
円

三
、
〇
〇
〇
円

三
、
五
〇
〇
円

三
、
五
〇
〇
円

四
、
〇
〇
〇
円

備
考

備
考

一

「
研
修
室
等
」
と
は
、
次
に
掲
げ
る
施
設
を
い
う
。

一

「
研
修
室
等
」
と
は
、
次
に
掲
げ
る
施
設
を
い
う
。

１

研
修
室

１

研
修
室

２

オ
リ
エ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
室
（
宮
城
県
蔵
王
自
然
の
家
及
び
宮
城
県
志
津
川
自
然
の
家
に
限
る
。）

２

オ
リ
エ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
室
（
宮
城
県
蔵
王
自
然
の
家
及
び
宮
城
県
志
津
川
自
然
の
家
に
限
る
。）

３

プ
レ
イ
ル
ー
ム
（
宮
城
県
蔵
王
自
然
の
家
に
限
る
。）

３

プ
レ
イ
ル
ー
ム
（
宮
城
県
蔵
王
自
然
の
家
に
限
る
。）

備
考
中
、
第
三
号
を

４

音
楽
室
（
宮
城
県
志
津
川
自
然
の
家
に
限
る
。）

４

音
楽
室
（
宮
城
県
志
津
川
自
然
の
家
に
限
る
。）

削
除
す
る
も
の
。

５

会
議
室
（
宮
城
県
志
津
川
自
然
の
家
に
限
る
。）

５

会
議
室
（
宮
城
県
志
津
川
自
然
の
家
に
限
る
。）

研
修
室
等
及
び
体
育

二

使
用
時
間
が
こ
の
表
に
定
め
る
使
用
時
間
に
満
た
な
い
場
合
に
お
い
て
も
、
時
間
割
計
算
は
行
わ
な
い
。

二

使
用
時
間
が
こ
の
表
に
定
め
る
使
用
時
間
に
満
た
な
い
場
合
に
お
い
て
も
、
時
間
割
計
算
は
行
わ
な
い
。

館
の
使
用
料
を
新
た

三

研
修
室
等
及
び
体
育
館
の
使
用
料
は
、
こ
れ
ら
と
宿
泊
室
、
テ
ン
ト
又
は
山
小
屋
と
を
併
せ
て
使
用
す
る
場
合
に
は
、

に
宿
泊
利
用
者
か
ら

徴
収
し
な
い
。

徴
収
す
る
も
の
。
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